
○東京都農業近代化資金利子補給規則 

昭和三七年四月一七日 

規則第七一号 

東京都農業近代化資金利子補給規則を公布する。 

東京都農業近代化資金利子補給規則 

 

（目的） 

第一条 この規則は、都が、農業協同組合等の農業関係の融資を業務とする機関に対し、利子補給す

ることにより農業者等に対する長期かつ低利の資金の融資を円滑にし、もつて農業者等の資本装備

の高度化を図り、農業経営の近代化に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この規則において「農業者等」とは、次に掲げる者をいう。 

一 農業（畜産業及び養蚕業を含む。以下同じ。）を営むもの（以下「農業者」という。）であつて、

次に掲げるもの 

イ 次に掲げる農業者（以下「認定農業者等」という。） 

⑴ 農業経営基盤強化促進法（昭和五十五年法律第六十五号）第十二条第一項に規定する農業

経営改善計画、酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和二十九年法律第百八十二号）第

二条の五に規定する経営改善計画又は果樹農業振興特別措置法（昭和三十六年法律第十五号）

第三条第一項に規定する果樹園経営計画の認定を受けた者（簿記記帳を行つている者（簿記

記帳を行うことが確実と見込まれる者を含む。)に限る。） 

⑵ ⑴の認定を受けた法人の構成員又は構成員になろうとする者（当該法人への出資金等を借

り入れる場合に限る。） 

ロ 認定就農者（農業経営基盤強化促進法第14条の５第１項に規定する認定就農者をいう。以下

同じ。） 

ハ 農業経営基盤強化促進法第十九条第一項に規定する地域計画のうち目標地図（同条第三項   

に規定する地図をいう。）に位置付けられた者であつて、認定農業者（同法第十二条第一項 に

規定する農業経営改善計画の認定を受けた者をいう。）、認定就農者、農業の担い手に対する経

営安定のための交付金の交付に関する法律（平成十八年法律第八十八号）第二条第四項第一号

ハに規定する組織、区市町村基本構想（農業経営基盤強化促進法第六条第一項 に規定する基本

構想をいう。）に示す目標所得水準を達成している農業者及び区市町村（特別区及び市町村をい

う。以下同じ。）が認める者（以下単に「目標地図に位置付けられた者 」という。） 

ニ 次に掲げる要件の全てを満たす農業者（農業の生産工程の一部又は全部を請け負う事業を行

う者（以下「農業サービス事業体」という。）の場合には、次の(3)に掲げる要件を満たすことを

要しない。） 

⑴ 農業所得が総所得の過半（法人にあつては、当該法人の農業に係る売上高が総売上高の過

半）を占めていること、又は農業粗収益が二百万円以上（法人にあつては、千万円以上）であ

ること。 

⑵ 主として農業経営に従事すると認められる青壮年の家族農業従事者（法人にあつては、常

時従事者（農地法（昭和二十七年法律第二百二十九号）第二条第三項第二号ホに規定する常時

従事者をいう。）である構成員）がいること。 



⑶ 六十歳以上である個人の農業者にあつては、その後継者が現に主として農業に従事（農業

大学校に就学している場合等を含む。）しており、かつ、将来においても主として農業に従事

すると見込まれること。 

⑷ 簿記記帳を行つている（簿記記帳を行うことが確実と見込まれる場合を含む。）こと。 

ホ 原則として五年以内にイ⑴の認定を受けた者となる計画を有する農業を営む法人（経営開始

後決算を二期終えていないものに限る。以下「農業参入法人」という。） 

ヘ イ⑴、ロ、ハ及びニに掲げる要件を満たす農業経営（家族農業経営に限る。）に係る農業者で

経営主以外のもの（農業経営を担つている世帯員相互間の規約を文書にして取り決めた家族経

営協定を締結しており、当該協定により経営のうち一部の部門を主宰し、かつ、その部門にお

いて経営の危険負担を負つていること及び収益の処分権を有していることが明確になつている

者に限る。） 

ト 次に掲げる農業者（以下「集落営農組織等」という。） 

⑴ 農業者が主たる構成員となつている農業を営む法人格を有しない団体であつて、次の要件

の全て（水田作及び畑作に係る農業経営以外の場合には、次の（エ）に掲げる農用地の利用の

集積の目標を定めていることを要しない。）を満たすもの（以下「集落営農組織」という。） 

（ア） 代表者、代表権の範囲その他次に定める事項について次に定める基準に従つた規約

を有していること。 

a 団体の設置目的 農業経営の近代化に資する旨を目的に含んでいること。 

b 団体の意思決定機関及びその決定方法 代表者の選任の手続を明らかにしていること

及び団体の意思決定に対する構成員の参加を差別していないこと。 

c 団体の構成員たる資格並びに構成員の加入及び脱退に関する事項 当該事項があらか

じめ明らかになつていること。 

d 会費又は融資の対象となる施設の利用料の徴収が必要である場合にはその徴収の方法 

徴収の方法が公平を欠くものでないこと。 

（イ） 一元的に経理を行つていること。 

（ウ） 原則として五年以内に農地所有適格法人に組織変更する旨の目標を有していること。 

（エ） 農用地の利用の集積の目標を定めていること。 

（オ） 主たる従事者が目標農業所得額を定めていること。 

⑵ 集落営農組織が法人化するときにその構成員になろうとするもの（当該者が当該集落営農

組織の法人化に必要な出資金等を借り入れる場合に限る。） 

チ 集落営農組織以外の法人格を有しない農業を営む団体のうち、イ⑴及びロからへまでの者が

全構成員の過半を占めるものであつて、かつ、ト⑴（ア）に定める基準に従つた規約を有して

いるもの  

二 次に掲げる貸付要件を満たす農業協同組合（農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）

第四条に規定する農業協同組合をいう。以下同じ。） 

イ 組合の管理及び事業の運営に関し、法令違反がないこと。 

ロ その他組合の運営に関し知事が別に定める基準を満たしていること。 

三 前号に掲げる貸付要件を満たす農業協同組合連合会（農業協同組合法第三条第一項に規定する

農業協同組合連合会をいう。以下同じ。） 

四 農業者、農業協同組合、農業協同組合連合会又は地方公共団体が構成員若しくは出資者の過半

を占める団体又は基本財産の額の過半を拠出している法人で次に掲げるもの 



イ 農事組合法人（農業協同組合法第七十二条の四に規定する農事組合法人をいう。以下同じ。）

（同法第七十二条の十第一項第二号の事業を行うものを除く。） 

ロ 農業共済組合及び農業共済組合連合会（農業保険法（昭和二十二年法律第百八十五号）第三

条に規定する農業共済組合及び農業共済組合連合会をいう。） 

ハ 土地改良区（土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）第五条に規定する土地改良区を

いう。以下同じ。）及び土地改良区連合（同法第七十七条に規定する土地改良区連合をいう。） 

ニ たばこ耕作組合（たばこ耕作組合法（昭和三十三年法律第百三十五号）第二条に規定するた

ばこ耕作組合をいう。） 

ホ 農産物を原料又は材料として使用する製造又は加工の事業、農産物の貯蔵、運搬、販売その

他の流通に関する事業、農業生産に必要な資材の製造の事業、農作業の受託の事業その他の農

業の振興に資する事業（以下「農業振興事業」という。）を主たる事業として行う事業協同組合

（農業者、農業協同組合又は農業協同組合連合会がその組合の議決権の過半数を有しているも

のに限る。）、事業協同小組合（農業者がその組合の議決権の過半数を有しているものに限る。）

及び協同組合連合会（農業協同組合又は農業協同組合連合会がその連合会の議決権の過半数を

有しているものに限る。） 

へ 農住組合（農住組合法（昭和五十五年法律第八十六号）第三条に規定する農住組合をいい、

農業者、農業協同組合及び農業協同組合連合会がその組合の議決権の過半数を有しているもの

に限る。） 

ト 農業の振興を目的とする一般社団法人又は一般財団法人で、かつ、農業者、農業協同組合、

農業協同組合連合会又は地方公共団体が、一般社団法人にあつては総社員の議決権の過半数を

有し、一般財団法人にあつては基本財産の額の過半を拠出しているもの 

チ 農業振興事業を主たる事業として営む株式会社及び持分会社（会社法（平成十七年法律第八

十六号）第五百七十五条第一項に規定する持分会社をいう。以下同じ。）であつて、農業者、農

業協同組合又は農業協同組合連合会が、株式会社にあつては総株主の議決権(地方公共団体が有

する議決権及び株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使する

ことができない株式についての議決権を除き、会社法第八百七十九条第三項の規定により議決

権を有するものとみなされる株式についての議決権を含む。)の過半数を有しているもの、持分

会社にあつては業務を執行する社員の過半を占めているもの 

リ 法人格を有しない団体であつて、農業者がその主たる構成員となつており、かつ、次に定め

る事項について次に定める基準に適合した規約を有しているもの（第一号ト⑴及びチに該当す

るものを除く。） 

⑴ 団体の設置目的 農業経営の近代化に資する旨を目的に含んでいること。 

⑵ 団体の意思決定機関及びその決定方法 代表者の選任の手続を明らかにしていること及び

団体の意思決定に対する構成員の参加を差別していないこと。 

⑶ 団体の構成員たる資格並びに構成員の加入及び脱退に関する事項 当該事項があらかじめ

明らかになつていること。 

⑷ 会費又は融資の対象となる施設の利用料の徴収が必要である場合にはその徴収の方法 徴

収の方法が公平を欠くものでないこと。 

２ この規則において「融資機関」とは、次に掲げる者をいう。 

農業協同組合法第十条第一項第二号の事業を行う農業協同組合 

東京都信用農業協同組合連合会 



全国共済農業協同組合連合会 

農林中央金庫 

銀行、信用金庫及び信用協同組合 

 

３ この規則において「農業近代化資金」とは、融資機関が農業者等に対して貸し付ける別表第一の

資金の種類の欄に掲げる資金のうち、融資機関、貸付けの相手方、償還期限、据置期間、償還方法

及び一農業者等に係る貸付金の合計額の限度が、当該資金の種類に応じ、同表及び別表第二のそれ

ぞれの欄に掲げるものをいう。 

（昭三九規則一七三・昭四〇規則一九七・昭四一規則一一八・昭四二規則一〇六・昭四五規則

一〇八・昭四六規則一三二・昭四八規則一二〇・昭四八規則一八七・昭四九規則八四・昭四九

規則一〇〇・昭五〇規則二七〇・昭五一規則二七・昭五二規則九四・昭五二規則一六一・昭五

三規則一〇四・昭五四規則一〇〇・昭五四規則一五〇・昭五五規則一〇二・昭五六規則一〇

四・昭五九規則二一・昭五九規則一三七・昭六〇規則一七六・昭六一規則九七・昭六一規則一

一〇・昭六二規則三四・昭六二規則一一〇・昭六二規則一五九・昭六三規則一六七・平元規則

一三・平元規則二〇三・平二規則一〇八・平二規則二〇三・平三規則一・平四規則一〇・平一

五規則七五・平一五規則一六八・平一五規則一七一・平一六規則一九四・平一六規則二八七・

平一八規則一八二・平二〇規則二〇・平二一規則一五・平二七規則一一五・一部改正） 

 

（利子補給） 

第三条 都は、融資機関が農業者等に対し農業近代化資金を貸し付けた場合は、当該融資機関に対し、

この規則の定めるところにより、予算の範囲内で、当該農業近代化資金に係る利子補給金を交付す

る。 

 

（利子補給金の額） 

第四条 前条の規定により交付する利子補給金の額は、毎年一月一日から六月三十日まで（上期）及

び七月一日から十二月三十一日まで（下期）の各期間ごとに、当該各期間中の農業近代化資金利子

補給承認番号ごとの毎日の最高貸付残高（延滞額を除く。）の総和を当該期間の属する年の年間の日

数で除して得た額について、当該農業近代化資金利子補給承認番号に係る資金に対応する利子補給

率によりそれぞれ計算した額の合計額とする。 

２ 前項に規定する当該期間の属する年の年間の日数は、閏
じゆん

年の日を含む期間についても、三百六十

五日とする。 

（昭四六規則一三二・平四規則一二八・一部改正） 

 

(貸付利率及び利子補給率) 

第四条の二 農業近代化資金に係る貸付利率及び利子補給率は、知事が別に定める。 

(平一六規則一九四・追加) 

 

（利子補給契約） 

第五条 第三条の利子補給金の交付についての契約は、知事が当該融資機関との間に締結する農業近

代化資金利子補給契約書（別記第一号様式）によつて行うものとする。 



（昭四五規則一〇八・一部改正） 

 

（利子補給承認申請） 

第六条 融資機関は、農業近代化資金の貸付けについて、利子補給を受けようとするときは、当該貸

付けを行う前に、知事に、農業近代化資金利子補給承認申請書（別記第二号様式）を提出し、知事

の承認を得なければならない。ただし、知事が別に定める融資機関は、認定農業者等又は集落営農

組織等の貸付けを相手方とする農業近代化資金であつて速やかに貸し付けるべきものとして知事が

定めるものにあつては、当該資金の貸付後に知事の承認を得ることができる。 

（平二〇規則二〇・平二一規則一五・一部改正） 

 

（利子補給承認） 

第七条 知事は、前条の申請があつた場合において、申請の内容を審査し、承認することを決定した

ときは、当該融資機関に対し、農業近代化資金利子補給承認書（別記第三号様式）を交付し、承認

しないことと決定したときは、当該融資機関に対し、その旨を通知する。 

２ 知事は、前項の承認に際し、申請の内容に修正を加え、又は条件を付して承認をすることができ

る。 

 

（資金の貸付け） 

第八条 融資機関は、前条第一項の農業近代化資金利子補給承認書の交付を受けたときは、当該承認

書の承認事項に従い、農業近代化資金を貸し付けなければならない。この場合において、第六条た

だし書に規定する貸付けにおいても、当該承認書の承認事項に従うものとする。 

（平二〇規則二〇・一部改正） 

 

（利子補給変更承認申請） 

第九条 融資機関は、前条の貸付けを受けた農業者等が天災等の理由により、償還が著しく困難とな

つたため、当該農業者等に貸し付けた農業近代化資金の償還方法を変更（繰上償還を除く。）しよう

とする場合において、都の利子補給の変更を必要とするときは、知事に、農業近代化資金利子補給

変更承認申請書（別記第四号様式）を提出し、知事の承認を得なければならない。 

 

（利子補給変更承認） 

第十条 知事は、前条の申請があつた場合において、申請の内容を審査し、承認することを決定した

ときは、当該融資機関に対し、農業近代化資金利子補給変更承認書（別記第五号様式）を交付し、

承認しないことと決定したときは、当該融資機関に対し、その旨を通知する。 

２ 知事は、前項の承認に際し、申請の内容に修正を加え、又は条件を付して承認をすることができ

る。 

 

（償還方法の変更） 

第十一条 融資機関は、前条第一項の農業近代化資金利子補給変更承認書の交付を受けたときは、当

該承認書の承認事項に従い、当該農業近代化資金の償還方法を変更しなければならない。 

 

（利子補給金の請求） 



第十二条 融資機関は、第五条の契約に基づく利子補給金の交付を請求しようとするときは、第四条

に規定する各期間ごとに、当該各期間中の利子補給金の額について、当該各期間経過後三十日以内

に、農業近代化資金利子補給金請求書（別記第六号様式の一又は別記第六号様式の二）を知事に提

出しなければならない。 

（昭四五規則一〇八・平一〇規則二八〇・一部改正） 

 

（利子補給金の支払） 

第十三条 都は、融資機関から前条の利子補給金請求書の提出があつた場合において、知事が利子補

給金の交付を適当と認めたときは、当該請求書を受理した日の翌日から三十日以内にこれを支払う

ものとする。ただし、特別の理由がある場合は、この限りでない。 

 

（貸付報告等） 

第十四条 融資機関は、第八条の貸付けを行つたとき（第六条ただし書に規定する貸付けにあつては、

第七条第一項の農業近代化資金利子補給承認書の交付を受けたとき）は、知事に対し、速やかに、

農業近代化資金貸付報告書（別記第七号様式）により、その旨を報告しなければならない。 

２ 融資機関は、第十一条の償還方法の変更を行つたときは、知事に対し、速やかに、農業近代化資

金償還方法変更報告書（別記第八号様式）により、その旨を報告しなければならない。 

（平二〇規則二〇・一部改正） 

 

（貸付残高移動状況報告） 

第十五条 融資機関は、毎年一月一日から六月三十日（上半期）、七月一日から十二月三十一日まで（下

半期）の各期間ごとに、当該各期間中の農業近代化資金の貸付残高の移動状況を、当該各期間経過

後十五日以内に、知事に対し、農業近代化資金貸付残高移動状況報告書（別記第九号様式）により、

報告しなければならない。 

（昭四二規則一〇六・一部改正） 

 

（利子補給金交付の打切り等） 

第十六条 都は、都の利子補給に係る農業近代化資金を借り受けた農業者等が、当該農業近代化資金

を貸付目的以外の目的に使用したとき、又は農業者等でなくなつたときは、融資機関に対する利子

補給金の交付を打ち切ることができる。 

２ 都は、融資機関の責に帰すべき理由により、融資機関がこの規則又は第五条の契約に違反したと

きは、融資機関に対する利子補給金の交付を打ち切り、又は既に交付した利子補給金の全部若しく

は一部の返還を命ずることができる。 

 

（報告の徴収等） 

第十七条 知事は、融資機関の行つた都の利子補給に係る農業近代化資金の貸付けに関し報告を求め、

又は東京都職員をして、当該貸付けに関する貸付対象事業、帳簿、書類等を調査させることができ

る。この場合、融資機関は、これに協力しなければならない。 

 

付 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 



２ 昭和三十七年四月一日からこの規則の施行の日の前日までに融資機関が農業者等に貸し付けた資

金であつて、第二条第三項に規定する農業近代化資金の要件のすべてを備えているもので、かつ、

知事の承認を得たものについては、農業近代化資金とみなし、この規則を適用する。 

３ 東京都農業改良資金利子補給規則（昭和三十二年三月東京都規則第二十三号。以下「旧規則」と

いう。）は、廃止する。 

４ この規則施行の際、現に旧規則により利子補給中の農業改良資金に対する利子補給については、

なお旧規則による。 

 

付 則（昭和三九年規則第一七三号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

付 則(昭和四〇年規則第一九七号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

付 則（昭和四一年規則第一一八号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則の規定による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例に

よる。 

 

附 則（昭和四二年規則第一〇六号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（昭和四五年規則第一〇八号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則（以下「改

正前の規則」という。）により締結した利子補給契約については、改正前の規則第二条第三項の表の

第一号から第六号までに掲げる資金は、それぞれこの規則による改正後の東京都農業近代化資金利

子補給規則第二条第三項の表の第一号から第四号まで、第七号及び第八号に掲げる資金とみなす。 

 

附 則（昭和四五年規則第二三六号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（昭和四六年規則第一三二号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、現にこの規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則に基づく農

業近代化資金に係る一農業者等に係る貸付金の合計額の限度については、なお従前の例による。 

 

附 則（昭和四八年規則第一二〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一



項の規定により利子補給承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則（昭和四八年規則第一八七号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則に基づき、

利子補給中及び利子補給承認手続中の農業近代化資金に係る一農業者等に係る貸付金の合計額の限

度については、なお従前の例による。 

 

附 則（昭和四九年規則第八四号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一

項の規定により利子補給承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則（昭和四九年規則第一〇〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則に基づき、

利子補給中の農業近代化資金に係る一農業者等に係る貸付金の合計額の限度については、なお従前

の例による。 

 

附 則（昭和五〇年規則第二七〇号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和五十年十月二十八日から適用する。 

 

附 則（昭和五一年規則第二七号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（昭和五二年規則第九四号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一

項の規定により利子補給承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則（昭和五二年規則第一六一号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一

項の規定により利子補給承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則（昭和五三年規則第一〇四号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 



２ この規則施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一

項の規定により利子補給承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則（昭和五四年規則第一〇〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一

項の規定により利子補給承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則（昭和五四年規則第一五〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例に

よる。 

 

附 則（昭和五五年規則第一〇二号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（昭和五六年規則第一〇四号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（昭和五九年規則第二一号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（昭和五九年規則第一三七号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（昭和六〇年規則第一七六号） 



１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（昭和六一年規則第九七号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（昭和六一年規則第一一〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（昭和六二年規則第三四号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則（以下「新規則」という。）第二条第

三項の規定は、昭和六十二年二月二十日以後に新規則第七条第一項の規定により利子補給の承認を

した農業近代化資金に係る利子補給について適用する。 

 

附 則（昭和六二年規則第一一〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（昭和六二年規則第一五九号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（昭和六三年規則第一六七号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 



附 則（平成元年規則第一三号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成元年規則第二〇三号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成二年規則第一〇八号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成二年規則第二〇三号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成三年規則第一号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成三年規則第七〇号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成三年規則第二七三号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則別記第三号様

式及び別記第五号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用すること

ができる。 

 

附 則（平成四年規則第一〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 



２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成四年規則第一二八号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成五年規則第一号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成五年規則第一〇九号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成六年規則第五号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成六年規則第一一一号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成七年規則第二三二号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成七年規則第二六二号） 

１ この規則は、平成七年十二月二十日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例



による。 

 

附 則（平成八年規則第二号） 

１ この規則は、平成八年一月二十日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成八年規則第一六五号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成八年規則第二六九号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成九年規則第九号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成九年二月七日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成九年規則第九七号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成九年三月二十八日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成九年規則第一〇一号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成九年四月二十三日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成九年規則第一〇七号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成九年五月二十三日（以下「適用日」という。）から適用する。 



２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成九年規則第一五〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成九年規則第一六一号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成九年七月二十五日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成九年規則第一六五号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成九年八月二十二日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成九年規則第一八三号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成九年九月二十四日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成九年規則第一九〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成九年十月二十七日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成九年規則第一九五号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成九年十一月二十日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一〇年規則第二八号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則



の規定は、平成十年二月六日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一〇年規則第三二号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一〇年規則第一三九号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十年三月十七日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一〇年規則第一五二号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十年四月十四日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一〇年規則第二一六号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十年六月十六日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一〇年規則第二五四号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十年九月十八日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則（以下「改正前の規則」

という。）第七条第一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給について

は、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、改正前の規則別記第二号様式及び第四号様式による用紙で、現に残存する

ものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

附 則（平成一〇年規則第二八〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十年十月二十二日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則（以下「改正前の規則」



という。）第七条第一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給について

は、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、改正前の規則別記第六号様式の一及び別記第六号様式の二による用紙で、

現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

附 則（平成一一年規則第五号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一一年規則第九二号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一一年規則第一六九号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十一年四月二十七日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一一年規則第一八〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十一年五月二十五日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一一年規則第一八九号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十一年六月十六日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一一年規則第二〇五号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 



附 則（平成一一年規則第二三九号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十一年十月二十日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一二年規則第一号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一二年規則第二四六号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十二年二月二十一日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一二年規則第二六六号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一二年規則第三一五号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一

項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例に

よる。 

 

附 則（平成一二年規則第三七一号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一三年規則第六号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成一三年規則第二四号) 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則



の規定は、平成十三年二月一日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一三年規則第一六三号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十三年二月二十六日（以下「適用日」という。)から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一三年規則第一六八号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十三年三月十九日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一三年規則第一七一号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十三年四月二日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一三年規則第二一四号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一三年規則第二二二号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十三年七月三日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一三年規則第二三七号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一四年規則第三二号） 



１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一四年規則第一九六号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十四年四月二日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一四年規則第二六八号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十四年七月五日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一四年規則第二八二号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十四年十一月一日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一五年規則第二号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十四年十二月三日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一五年規則第七二号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十五年二月二十日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一五年規則第七五号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項

の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例によ

る。 

 



附 則（平成一五年規則第一六八号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十五年三月十九日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一五年規則第一七一号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

別表第一貸付利率の欄の規定は、平成十五年四月十八日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一五年規則第一八二号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十五年五月二十三日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一五年規則第二二一号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一五年規則第二三四号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十五年九月二十五日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成一五年規則第二三七号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一六年規則第一六号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の東京都農業近代化資金利子補給規則

の規定は、平成十五年十二月五日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第一項の規定に

より利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例による。 



 

附 則（平成一六年規則第三〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一六年規則第一九四号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成一六年規則第二八七号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成一八年規則第一八二号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例に

よる。 

 

附 則（平成二〇年規則第二〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成二〇年規則第二五五号） 

 この規則は、平成二十年十二月一日から施行する。 

 

附 則（平成二一年規則第一五号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則第七条第

一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係る利子補給については、なお従前の例

による。 

 

   附 則（平成二三年規則第五二号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

   附 則(平成二七年規則第一一五号) 



 この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(令和元年規則第三二号) 

１ この規則は、令和元年七月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都規則の様式（この規則により改正されるも

のに限る。）による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

   附 則（令和三年規則第一五七号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則別記第二号様

式から別記第五号様式まで及び別記第九号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

 

   附 則（令和三年規則第三一五号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則（以下

「改正前の規則」という。）第七条第一項の規定により利子補給の承認をした農業近代化資金に係

る利子補給については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、改正前の規則別記第二号様式から別記第五号様式まで、別記第六号様式の

一別紙計算書及び別記第七号様式から別記第九号様式までによる用紙で、現に残存するものは、所

要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

   附 則（令和四年規則第一七四号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都農業近代化資金利子補給規則別記第二号様

式から別記第五号様式まで、別記第六号様式の一別紙計算書及び別記第七号様式から別記第九号様

式までによる用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

   附 則（令和六年規則第二号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 

   附 則（令和六年規則第一七一号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 

   附 則（令和七年規則第一二九号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 



別表第一（第二条関係） 

（平一五規則七五・全改、平一五規則一六八・平一五規則一七一・平一五規則一八二・平一五

規則二二一・平一五規則二三四・平一五規則二三七・平一六規則一六・平一六規則三〇・平一

六規則一九四・平一八規則一八二・平二〇規則二〇・平二一規則一五・平二七規則一一五・令

三規則三一五・一部改正） 

資金の種類 融資機関 貸付けの相

手方 

償還期限 据置期間 償還方法 一農業者等に係る貸

付金の合計額の限度 

一 施設資金（畜舎、果樹棚、

農機具その他の農産物の生

産、流通又は加工に必要な

施設及び機具の改良、造成、

復旧又は取得に関する資金

（農地（農地法第二条第一

項に規定する農地をいい、

同法第四十三条第一項の規

定により農作物の栽培を耕

作に該当するものとみなし

て適用される農地を除く。

以下同じ。）又は牧野の改

良、造成、復旧又は取得に

要する資金を除く。）をい

う。ただし、認定農業者及

び集落営農組織等以外のも

のにあつては復旧に必要な

資金を除く。以下同じ。） 

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、銀行、信

用金庫及び信用

協同組合 

第二条第一

項第一号に

掲げるもの 

別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 

第一項から第七項ま

でに掲げる資金の合

計額について 

㈠ 第二条第一項第

一号に掲げるもの

で次に掲げるもの

に貸し付ける場合

にあつては二億円 

ア 農業協同組合

法第七十二条の

十第一項第二号

の事業を行う農

事組合法人、株

式会社、持分会

社その他農業者

が組織する法人 

イ 農業者で別途

定める基準によ

り知事が必要と

認めて承認した

もの 

ウ 第二条第一項

第一号ト⑴及び

チに掲げる農業

協同組合法第七

十二条の十第一

項第二号の事業

を行う団体 

㈡ 第二条第一項第

一号ホに掲げる農

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、全国共済

農業協同組合連

合会、農林中央金

庫、銀行、信用金

庫及び信用協同

組合 

第二条第一

項第二号か

ら第四号ま

でに掲げる

もの（以下

「農業者団

体」という。） 

別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 

二 果樹等植栽育成資金（果

樹その他の永年性植物の植

栽又は育成に要する資金

（認定農業者以外のものに

対する貸付けにあつては、

果樹、オリーブ、茶、多年

生草本、桑又は花木の植栽

又は育成に要する資金に限

る。）をいう。以下同じ。） 

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、銀行、信

用金庫及び信用

協同組合 

第二条第一

項第一号に

掲げるもの 

別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 



農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、全国共済

農業協同組合連

合会、農林中央金

庫、銀行、信用金

庫及び信用協同

組合 

農業者団体 別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 

業参入法人に貸し

付ける場合にあつ

ては一億五千万円 

㈢ 第二条第一項第

一号に掲げるもの

で㈠及び㈡に掲げ

るもの以外のもの

に貸し付ける場合

にあつては千八百

万円 

㈣ 農業者団体に貸

し付ける場合にあ

つては十五億円 三 家畜購入育成資金（乳牛

その他の家畜の購入又は育

成に要する資金をいう。以

下同じ。） 

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、銀行、信

用金庫及び信用

協同組合 

第二条第一

項第一号に

掲げるもの 

別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、全国共済

農業協同組合連

合会、農林中央金

庫、銀行、信用金

庫及び信用協同

組合 

農業者団体 別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 

四 小土地改良資金（事業費

が千八百万円を超えない規

模の農地又は牧野の改良、

造成又は復旧に要する資金

（認定農業者等以外のもの

に対する貸付けにあつては

復旧に必要な資金を除く。）

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、銀行、信

第二条第一

項第一号に

掲げるもの 

別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 



をいう。以下同じ。） 用金庫及び信用

協同組合 

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、全国共済

農業協同組合連

合会、農林中央金

庫、銀行、信用金

庫及び信用協同

組合 

農業者団体 別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 

五 長期運転資金（農業経営

の規模の拡大、生産方式の

合理化、経営管理の合理化、

農業従事の態様の改善その

他の農業経営の改善に要す

る次の資金をいう。ただし、

㈢から㈤まで及び㈦に掲げ

るものについては貸付対象

者は認定農業者等及び集落

営農組織等に限り、㈥に掲

げる者については貸付対象

者は認定農業者等、農業

サービス事業体及び集落営

農組織等に限り、㈧に掲げ

るものについては貸付対象

者は認定農業者等、目標地

図に位置付けられた者、農

業サービス事業体、農業参

入法人及び集落営農組織等

に限る。） 

㈠ 農地又は採草放牧地

（農地又は採草放牧地

とする土地を含む。）に

ついて農産物の生産の

用に供するための賃借

権その他の所有権以外

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合、

銀行、信用金庫及

び信用協同組合 

第二条第一

項第一号に

掲げるもの 

別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 



の使用及び収益を目的

とする権利を取得する

場合において、権利金を

支払い、又は当該権利の

存続期間に対する対価

の全額を一時に支払う

ために必要な資金 

㈡ 農機具、運搬用機具そ

の他の農業経営の改善

を図るために必要な機

具について賃借権を取

得する場合において、当

該賃借権の存続期間に

対する賃借料の全額を

一時に支払うために必

要な資金（認定農業者等

及び集落営農組織以外

のものに対する貸付け

にあつては、農機具及び

運搬用機具の賃借に係

る資金に限る。） 

㈢ 能率的な農業の技術又

は経営方法を習得する

ための研修を受けるた

めに必要な資金 

㈣ 品種の転換を行うため

に必要な資金 

㈤ 農産物の需要を開拓す

るための新たな農産物

加工品の調査及び開発

並びに通信・情報処理機

材の取得に必要な資金 

㈥ 営業権、商標権その他

の無形固定資産の取得

又は研究開発に係る経

費その他の操延資産に

計上し得る費用に充て

るために必要な資金 

㈦ 農業経営を法人化する

ため又は農業者が構成



員として法人に参加す

るために必要な資金 

㈧ ㈠から㈦までに掲げる

もののほか、農業経営の

規模の拡大、生産方式の

合理化、経営管理の合理

化、農業従事の態様の改

善及び農業経営の改善

に伴い必要となる費用

に充てるために必要な

資金 

六 農村環境整備資金（農村

における環境の整備のため

に必要な次に掲げる施設の

改良、造成又は取得に要す

る資金をいう。以下同じ。） 

診療施設、老人福祉施

設、有料老人ホーム、農村

情報処理・通信施設（農事

放送施設及び農業管理セン

ターを含む。）、水道施設、

下水道施設、託児施設、研

修施設、集会施設、ガス供

給施設、融雪・除雪用施設、

農作業管理休養施設、農業

者等健康増進施設、地域休

養施設、生活改善センター、

生活安全保護施設、集落道、

廃棄物処理施設及び地域交

流施設 

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、全国共済

農業協同組合連

合会、農林中央金

庫、銀行、信用金

庫及び信用協同

組合 

農業者団体 別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 

七 前各項に掲げるもののほ

か、次に掲げる資金 

㈠ 農村における給排水施

設（共同利用の水道施設

又は下水道施設に接続

する給排水施設、生活雑

排水等による農業用水

の水質汚濁が現に農業

生産に影響を及ぼし、又

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、銀行、信

用金庫及び信用

協同組合 

第二条第一

項第一号に

掲げるもの 

別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 



はそのおそれがあると

知事が認めた地域内に

おいて設置する浄化槽、

これらと一体を成す排

水管等の屋外施設及び

これと同時一体的に整

備される屋内施設（屋内

排水管及びこれと直接

接続するものに限る。）

であつて、第二条第一項

第一号に掲げるものが

設置するもの）の改良、

造成又は取得に要する

資金 

㈡ 次のイ、ロ又はハに掲

げる要件に該当する場

合で、農業者が居住する

住宅の改良、造成又は取

得に要する資金 

イ 農業振興地域の整

備に関する法律（昭和

四十四年法律第五十

八号)第六条第一項の

規定により指定され

た農業振興地域、過疎

地域の持続的発展の

支援に関する特別措

置法（令和三年法律第

十九号）第二条の過疎

地域又は山村振興法

（昭和四十年法律第

六十四号）第七条第一

項の規定により指定

された振興山村の地

域の農業者が次のい

ずれかの要件に該当

する場合 

（イ） 農業生産に伴

つて生ずる公害の

防止のために移転

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、全国共済

農業協同組合連

合会、農林中央金

庫、銀行、信用金

庫及び信用協同

組合 

農業者団体 別表第二

のとおり 

別表第二

のとおり 

元本均等

年賦償還 



するとき又は土地

改良法に規定する

事業の実施に伴い

移転するとき。 

（ロ） 食料・農業・

農村基本法（平成

十一年法律第百六

号）において育成

することとされて

いる効率的かつ安

定的な農業経営に

今後発展し得る者

として知事が認め

たものが、新たに

主たる事業として

農業経営を営むた

めにその住宅を建

設、改良又は取得

するとき。 

（ハ） 自立経営を志

向する農業後継者

が婚姻のため又は

知事が認めた特別

の理由のために新

たにその住宅を取

得又は建設（独自

の居室を作るため

の改良を含む。)す

るとき。 

（ニ） 自立経営を志

向する者が特別の

理由があるとして

知事が認めた場合

にその住宅の改良

（台所、食事場、浴

室、洗面所、便所、

し尿浄化槽装置又

は自家用給排水施

設であつて、知事

が特に普及を図る



必要があると認め

るものの改良に限

る。）をするとき。 

ロ イの地域内におい

て認定就農者が、新た

に主たる事業として

農業経営を営むため

に行う場合 

ハ 水田を利用した水

産動物の養殖施設（ふ

化室、養魚池、餌料倉

庫等内水面養殖事業

に必要な施設に限

る。）の改良、造成又

は取得に要する資金

（養魚池の造成に必

要な資金の貸付けに

あつては、当該養魚池

の面積のうち、水田か

ら転換される部分が

全体の面積のおおむ

ね三分の二以上を占

めるものに限る。） 

八 組合運営資金（農業用資

材の共同購入若しくは販売

又は事業の整備若しくは拡

充等農業協同組合等の運営

に必要な資金をいう。） 

東京都信用農業

協同組合連合会、

銀行、信用金庫及

び信用協同組合 

農業協同組

合、農業協同

組合連合会、

農業共済組

合及び農業

共済組合連

合会 

三年以内 なし 元本均等

年賦償還 

㈠ 農業協同組合又

は農業共済組合に

貸し付ける場合に

あつては五千万円 

㈡ 農業協同組合連

合会又は農業共済

組合連合会に貸し

付ける場合にあつ

ては一億円 

九 農業経営資金（第一項か

ら第三項までに掲げるもの

のほか、農業経営に必要な

資金をいう。） 

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合、

銀行、信用金庫及

び信用協同組合 

農業者等 二年以内 なし 元本均等

年賦償還 

千万円 

十 島しよ山村農協整備資金

（島しよ及び山村地域にお

東京都信用農業

協同組合連合会 

農業協同組

合 

五年以内 一年以内 元本均等

年賦償還 

六千万円 



ける農業協同組合の運営整

備に必要な資金をいう。） 

十一 農用地整備資金（山村

振興法第七条第一項の規定

により指定された振興山村

の地域内の農業者が行う水

田又は畑の客土、床締め、

暗きよ排水、あぜ改良又は

造成（土地改良法に基づく

ものを除く。）に必要な資金

をいう。） 

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、銀行、信

用金庫及び信用

協同組合 

農業者等 五年以内 二年以内 元本均等

年賦償還 

千万円 

十二 農業特別対策資金（前

各項に掲げる資金のほか、

知事が農業対策上必要と認

めて指定する資金をいう。） 

農業協同組合法

第十条第一項第

二号の事業を行

う農業協同組合

並びに東京都信

用農業協同組合

連合会、銀行、信

用金庫及び信用

協同組合 

農業者等 十年以内 三年以内 元本均等

年賦償還 

㈠ 農業者に貸し付

ける場合にあつて

は千万円。ただし、

知事が農業経営の

現状等を勘案し、特

に必要と認めた場

合にあつては二千

万円 

㈡ 農業協同組合及

び農業共済組合に

貸し付ける場合に

あつては六千万円 

㈢ 農業協同組合連

合会及び農業共済

組合連合会に貸し

付ける場合にあつ

ては一億二千万円 

 

備考 融資機関が農業特別対策資金を貸し付ける場合で、知事が特に必要と認めたときは、この表

の定めにかかわらず、償還期限、据置期間、償還方法及び一農業者等に係る貸付金の合計額の限

度を別途定める。 

 

別表第二(第二条関係) 

(平一五規則七五・追加、平二一規則一五・平二七規則一一五・一部改正) 

区分＼貸付対象者 一 認定農業者等 二 認定農業者等以外

の農業者(三及び四

に掲げるものを除

く。) 

三 認定就農者が認

定就農計画（農業経

営基盤強化法第14

条の５第２項に規

定する認定就農計

四 農業者団体 



画をいう。）に従つ

て同法第14条の４

第２項第３号の措

置を行う場合 

償還期間 据置期間 償還期間 据置期間 償還期間 据置期間 償還期間 据置期間 

一 二の項から七の項までに

該当しないもの 

十五年以

内 

七年以内 十五年以

内 

三年以内 十七年以

内 

五年以内 十五年以

内 

三年以内 

二 貸し付ける資金に果樹等

植栽育成資金を含む場合 

― ― ― 七年以内 ― 七年以内 ― 七年以内 

三 施設資金を貸し付ける場

合でその使途が農機具等の

購入に限られる場合 

七年以内 二年以内 七年以内 二年以内 十年以内 ― 十年以内 二年以内 

四 貸し付ける資金が家畜購

入育成資金のみの場合 

七年以内 二年以内 七年以内 二年以内 十年以内 ― 七年以内 二年以内 

五 施設資金を貸し付ける場

合で、その使途に畜舎、果

樹棚等の改良、造成、復旧

又は取得に関する費用が含

まれる場合 

― ― ― ― ― ― 二十年以

内 

― 

六 貸し付ける資金に農村環

境整備資金を含む場合 

― ― ― ― ― ― 二十年以

内 

― 

七 貸し付ける資金に小土地

改良資金を含む場合 

― ― ― ― 十八年以

内 

― ― ― 

 

備考 

一 農機具等とは、農産物の生産、流通及び加工に必要な機械及び機具をいう。 

二 畜舎、果樹棚等とは、農産物の生産、流通及び加工に必要な施設をいう。 


